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平成26年 5 月29日

株 主 各 位
大阪市天王寺区堂ケ芝一丁目11番３号

株式会社 デ サ ン ト
代表取締役社長 石 本  雅 敏

第57回定時株主総会招集ご通知
拝啓　平素は格別のご高配を賜りありがたく厚くお礼申しあげま
す。

さて、当社第57回定時株主総会を下記のとおり開催いたします
ので、ご出席くださいますようご通知申しあげます。

なお、当日ご出席願えない場合は、書面によって議決権を行使することができ
ますので、お手数ながら後記の株主総会参考書類をご検討のうえ、同封の議決権
行使書用紙に議案に対する賛否をご表示いただき、平成26年６月18日（水曜日）
午後５時30分（営業終了時間）までに到着するよう、ご返送くださいますようお
願い申しあげます。

敬　具
記

１．日 時 平成26年６月19日（木曜日）午前10時
２．場 所 大阪市天王寺区堂ケ芝一丁目11番３号

当社大阪オフィス地下１階ホール
３．会議の目的事項

報 告 事 項 １．第57期（平成25年４月１日から平成26年３月31日まで）
事業報告、連結計算書類及び計算書類の内容報告の件

２．会計監査人及び監査役会の第57期連結計算書類監査結果
報告の件

決 議 事 項
第１号議案 剰余金処分の件
第２号議案 取締役９名選任の件

以　上

当日ご出席の際は、お手数ながら同封の議決権行使書用紙を会場受付にご提出ください
ますようお願い申しあげます。

事業報告、連結計算書類、計算書類及び株主総会参考書類に記載すべき事項を修正する
必要が生じた場合は、修正後の事項を当社ホームページ（http://www.descente.co.jp/）
に掲載いたしますのでご了承ください。

当日は、ノーネクタイの「クールビズ」スタイルにて対応させていただきます。株主の
皆様におかれましても軽装にてご出席くださいますようお願い申しあげます。
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添付書類

事 業 報 告

(平成25年 4 月 1 日から
平成26年 3 月31日まで)

１．企業集団の現況に関する事項
⑴　事業の経過及びその成果

当連結会計年度における世界経済は、米国経済が回復軌道を辿り、欧州経
済も一時期の景気後退から消費や企業業況は回復傾向にありますが、一部地
域の紛争・緊迫化による景気への影響が新たに懸念されています。また、ア
ジア経済は中国景気の減速、新興国の外需牽引力の弱さなどから、成長は鈍
化傾向にあります。

日本経済は、円安や株価上昇など経済政策効果が企業収益を改善させ、消
費拡大など景気回復基調が見られましたが、消費税率引上げに伴う反動や海
外経済の動向による影響が懸念されます。

当スポーツ業界においては、9月に2020年のオリンピック・パラリンピッ
クの東京開催が決定し、2月に「第22回オリンピック冬季競技大会(2014/ソ
チ)」が開催されて大きく盛り上がりました。2014年6月には「FIFA ワール
ドカップ20回記念大会(2014/ブラジル)」の開催が予定されるなど、今後も
引き続きスポーツへの注目は高まっております。

このような状況の中、当社グループは当期を初年度とする中期３ヶ年計画
「Compass 2015」の達成に向けて、各種政策を推し進めております。

商品政策では、2015年よりデサントコリア株式会社を通じて韓国における
「アンブロ」の展開を開始するため、「アンブロ」ブランドの韓国における
商標権を新たに獲得いたしました。また、「アリーナ」ではフィギアスケー
トの浅田真央選手がプロデュースする「MaoMao」ブランドとの取り組みによ
りフィットネスウェア「MaoMao by arena」の販売を開始しました。戦略機能素
材としては、春夏シーズンの太陽光遮蔽素材「サンスクリーン」、秋冬シー
ズンの蓄熱保温素材「ヒートナビ」を使用した商品を各ブランドで展開して
まいりました。さらに、ドイツ（ミュンヘン）で開催されたスポーツ用品の
国際総合見本市「ISPOミュンヘン2014」において、「デサント」ブランドの
２商品が「スキー部門」と「パフォーマンス部門」でコンセプト、デザイン、
技術及び環境への配慮などの優れた商品に贈られるISPOアワード金賞を昨年
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に引き続き受賞いたしました。なお、この商品は今秋より販売を予定してお
ります。

販売活動では、国内においては、リテール事業強化のため、コーポレート
ブランド「デサント」のフラッグシップショップ「DESCENTE SHOP TOKYO（デ
サント ショップ 東京）」を原宿にオープンいたしました。その他にも「マ
ーモット」のコンセプトショップ「マーモット 西宮ガーデンズ店」のオープ
ンなどショップインショップの展開も進めてまいりました。海外においては、
韓国で「デサント」の展開店舗を拡大し、香港でも直営店をオープンするな
ど引き続き展開店舗拡大を進めております。

広告宣伝・販売促進活動では、「第22回オリンピック冬季競技大会(2014
／ソチ)」において、日本代表選手団及びスイス代表選手団にオフィシャルス
ポーツウェアを提供したほか、日本代表のボブスレーやリュージュ、スイス
やスペイン、韓国代表のアルペンスキーをはじめ、各国代表に競技用ウェア
などもサプライいたしました。国内においては、野球で、「デサント」のオ
フィシャルスポンサー契約を締結していた「東北楽天ゴールデンイーグル
ス」が、日本シリーズを制しました。ゴルフでは、当社契約の横峯さくらプ
ロ（ルコックスポルティフ）が「第44回マンシングウェアレディース東海ク
ラシック」で優勝するなど多くの契約選手が活躍いたしました。海外におい
ても、韓国でデサントコリア株式会社が契約する「ルコックスポルティフ」
着用のFCソウルがアジアチャンピオンズリーグで準優勝し、ゴルフでも「マ
ンシングウェア」着用の裵 相文（ベ・サンムン）プロが、アメリカPGAツア
ーや韓国PGAツアーで優勝するなど、国内と同様にイベントや大会への協賛等
を通じて各国で展開ブランドのイメージ向上に努めました。

社会貢献活動では、「特定非営利活動法人東京2020オリンピック・パラリ
ンピック招致委員会」のオフィシャルパートナーとして協賛し、招致活動を
サポートしてまいりました。また、福島県双葉郡（楢葉町、広野町）、福島
県富岡町において、デサントヘルスマネジメント研究所で培ったノウハウを
活用し、健康増進プログラム「東北元気アップ教室2013」を開催、引き続き
被災地の方々の心と体の健康維持向上のための支援活動を続けてまいります。
スポーツ振興事業推進においては、8年目を迎えた「すこやかキッズスポー
ツ塾」を、小学生を対象に開催いたしました。

これらの結果、当連結会計年度の売上高は109,944百万円（前年同期比
19.6％増）、営業利益は6,271百万円（前年同期比15.7％増）、経常利益は
6,643百万円（前年同期比17.8％増）、当期純利益は4,470百万円（前年同期

－ 3 －

事業の経過及びその成果



比25.5％増）となりました。

報告セグメントの業績は次のとおりであります。
　（日本）

アウトドア事業は好調に推移し、ゴルフ事業及びアスレチック事業は堅調
に推移いたしました。結果、売上高は59,336百万円（前年同期比2.5％増）
となりましたが、仕入コストの増加と在庫の適正化に向けた消化促進策によ
る粗利減などで、セグメント利益は823百万円（前年同期比56.2％減）とな
りました。

　（アジア）
韓国では事業全般にわたり好調に推移し大幅な増収となり、香港でも同様

に好調に推移いたしました。中国も一時期の低迷を脱し、順調に推移いたし
ました。なお、為替変動は業績に好影響をもたらしました。結果、売上高は
49,720百万円（前年同期比50.0％増）、セグメント利益は5,603百万円（前
年同期比57.0％増）となりました。

　（北米）
北米ではスキーウェアを中心としたアウトドア事業を行っております。売

上高は887百万円（前年同期比1.3％増）、セグメント損失は162百万円(前
年同期は73百万円のセグメント損失)となりました。

（セグメント別売上高）

セ グ メ ン ト の 名 称 金 額 前 年 同 期 比

日 本 百万円 ％
59,336 102.5

ア ジ ア 49,720 150.0

北 米 887 101.3

合 計 109,944 119.6

－ 4 －

事業の経過及びその成果



　取扱商品の品目別売上高の状況は次のとおりであります。
（アスレチックウェア及びその関連商品）
　国内市場においては、「ルコックスポルティフ」はレディースアイテムが
販売を牽引して好調に推移し、「アリーナ」は堅調に「アンブロ」は横ばい
となりました。「デサント」は野球アイテムが契約チームや契約選手の活躍
により販売を伸ばしました。アジア市場では、韓国において「デサント」の
現地企画が好評を博し、ダウンジャケットやシューズが好評だった「ルコッ
クスポルティフ」も好調に推移いたしました。上海では、「アリーナ」が水
着の販売を伸ばし、オンラインショップの売上も大幅に伸長したことで、好
調に推移いたしました。結果、売上高は65,621百万円（前年同期比 20.6％
増）となりました。

（ゴルフウェア及びその関連商品）
　国内市場においては、高級素材を用いた「ランバン スポール」は順調に推
移し、「カルバン・クライン ゴルフ」は展開店舗の増加により売上を大幅に
伸長しました。「マンシングウェア」はパンツアイテムの販売が伸び、「ル
コックスポルティフ」も冬場のブルゾンやパンツの販売が伸びたことにより
堅調に推移いたしました。アジア市場においては、韓国では「マンシングウ
ェア」は長袖シャツやダウンジャケットが販売を牽引し好調に推移し、「ル
コックスポルティフ」はレディースアイテムのデザインが好評を博し、好調
に推移いたしました。上海では「マンシングウェア」は、百貨店の低迷など
の悪条件が重なったものの、ダウンジャケットなどが販売を伸ばし、好調に
推移いたしました。結果、売上高は33,683百万円（前年同期比12.4％増）
となりました。

（アウトドアウェア及びその関連商品）
　国内市場においては、「マーモット」は高機能ダウンアイテムが好評を博
し、専門店での売上伸長に繋がり好調に推移いたしました。アジア市場にお
いては、韓国において「デサント」は、アウトドアと共にスキーウェアの売
上が大幅に伸長したことから、好調に推移いたしました。北米においては、
売上は横ばいとなりました。結果、売上高は10,639百万円（前年同期比
40.8％増）となりました。
　（注）　上記の金額には、消費税等は含まれておりません。

－ 5 －

事業の経過及びその成果



（品目別売上高）
区 分 金 額 構 成 比 前年同期比

アスレチックウェア及びその関連商品 百万円 ％ ％
65,621 59.7 120.6

ゴ ル フ ウ ェ ア 及 び そ の 関 連 商 品 33,683 30.6 112.4

アウトドアウェア及びその関連商品 10,639 9.7 140.8

合 計 109,944 100.0 119.6

⑵　企業集団の対処すべき課題
当社グループは、2014年３月期より2016年３月期までの３ヶ年の中期経

営計画「Compass 2015」を策定いたしました。「グループ一体となり、お客
様にご満足いただける価値を創造し続ける企業を目指します。」を企業姿勢
に掲げ、「スポーツウェアの分野において世界のリーディングカンパニーと
して認められている。」を目指すビジョンとしております。ビジョン達成に
向けて商品政策・販売政策・プロモーション政策等でのグローバル化推進を
基本方針としてグループ一丸となり取り組んでまいります。

株主の皆様におかれましては、今後とも一層のご支援、ご鞭撻を賜ります
ようお願い申しあげます。

⑶　資金調達の状況及び設備投資の状況
当連結会計年度において、香港新オフィス購入資金に充当するため、金融

機関から所要の借入れを行いました。また、当連結会計年度中の設備投資額
は、3,356百万円で、主なものは香港新オフィス購入代金及び韓国での物流
倉庫建築代金であります。
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⑷　直前３事業年度の財産及び損益の状況
①　企業集団の財産及び損益の状況

区 分 第 54 期
(平成23年3月期)

第 55 期
(平成24年3月期)

第 56 期
(平成25年3月期)

第 57 期
(当連結会計年度)
(平成26年3月期)

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

76,722 83,029 91,932 109,944

当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

2,577 3,045 3,561 4,470

１株当たり当期純利益
円 円 円 円

34.20 40.42 47.27 59.33

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

64,056 68,969 75,237 83,830

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

41,573 43,901 48,974 56,309

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数により算出しております。

②　当社の財産及び損益の状況

区 分 第 54 期
(平成23年3月期)

第 55 期
(平成24年3月期)

第 56 期
(平成25年3月期)

第 57 期
（当事業年度）
(平成26年3月期)

売 上 高
百万円 百万円 百万円 百万円

55,288 55,462 55,956 57,750

当 期 純 利 益
百万円 百万円 百万円 百万円

1,331 1,337 968 301

１株当たり当期純利益
円 円 円 円

17.66 17.75 12.85 4.01

総 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

55,686 58,303 58,456 57,116

純 資 産
百万円 百万円 百万円 百万円

38,076 39,062 39,840 39,733

（注）１株当たり当期純利益は、期中平均の発行済株式総数により算出しております。
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⑸　主要な事業内容（平成26年３月31日現在）
アスレチックウェア、ゴルフウェア、アウトドアウェア及びこれらに関連
するものの製造、販売

⑹　企業集団の主要拠点等（平成26年３月31日現在）
①　大阪オフィス　大阪市天王寺区
②　東京オフィス　東京都豊島区
③　販売拠点　　　札幌・仙台・名古屋・広島・福岡

デサントノースアメリカINC.（カナダ・アメリカ）
デサントコリア株式会社

上海
デ

迪
サ ン

桑
ト

特商業有限公司

香港
デ

迪
サ ン

桑
ト

特貿易有限公司
シンガポールデサント株式会社
ベンゼネラル株式会社

（大阪・東京・札幌・仙台・福岡）
④　生産拠点　　　デサントアパレル株式会社

（大阪・水沢・吉野・村岡・西都）

北京
デ

迪
サ ン

桑
ト

特有限公司
⑤　その他　　　　株式会社ディーケーロジスティクス

　　　　なお、株式会社ディーケーロジスティクスは、デサントコリア株式会社
　　　　の物流業務を請負うため、2013年９月に設立いたしました。

⑺　企業集団及び当社の使用人の状況（平成26年３月31日現在）
①　企業集団の使用人の状況

使用人数 1,725名
前期末比較 139名増加

（注）　上記使用人の他に、期中平均1,469名の臨時販売員等を雇用しております。

②　当社の使用人の状況
使 　 用 　 人 　 数 前 期 末 比 増 減 平 均 年 齢 平 均 勤 続 年 数

807名 60名増加 41.9歳 17.2年

（注）　上記使用人の他に、期中平均1,020名の臨時販売員等を雇用しております。
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⑻　重要な子会社の状況（平成26年３月31日現在）
会 社 名 資 本 金 出資比率 主 要 な 事 業 内 容

デ サ ン ト ア パ レ ル 株 式 会 社
百万円 ％

スポーツウェアの製造200 100.0

デサントノースアメリカINC.
千カナダドル

100.0 スポーツウェアの販売13,803

北 京 迪 桑 特 有 限 公 司
千米ドル

100.0 スポーツウェアの製造3,000

デ サ ン ト コ リ ア 株 式 会 社
百万ウォン

100.0 スポーツウェアの販売9,000

上 海 迪 桑 特 商 業 有 限 公 司
千米ドル

100.0 スポーツウェアの販売6,000

香 港 迪 桑 特 貿 易 有 限 公 司
千香港ドル

100.0 スポーツウェアの販売10,000

シンガポールデサント株式会社
千シンガポールドル

(100.0) スポーツウェアの販売1,500

株式会社ディーケーロジスティクス
百万ウォン

(100.0) デサントコリアの物流業務500

ベ ン ゼ ネ ラ ル 株 式 会 社 百万円 100.0 ス ポ ー ツ 用 品 の 販 売55
（注）１．当社の出資比率は、間接保有の比率を（　）内に記載しております。
　　　２．シンガポールデサント株式会社は、香港迪桑特貿易有限公司の100％子会社で
　　　　　あります。
　　　３．株式会社ディーケーロジスティクスは、デサントコリア株式会社の100％子会社
　　　　　であります。

⑼　主要な借入先及び借入額（平成26年３月31日現在）

借 入 先 借 入 残 高

株 式 会 社 み ず ほ 銀 行 百万円
476

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 397

株 式 会 社 三 菱 東 京 U F J 銀 行 137
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２．株式に関する事項（平成26年３月31日現在）
⑴　発行可能株式総数 160,000,000株
⑵　発行済株式の総数 75,343,394株（自己株式1,580,782株除く）
⑶　株主数 3,948名
⑷　大株主（上位10名）

株 主 名 持 株 数 持 株 比 率
千株 ％

伊 藤 忠 商 事 株 式 会 社 19,235 25.53

日 本 生 命 保 険 相 互 会 社 3,642 4.83

日本マスタートラスト信託銀行株式会社(信託口) 2,914 3.87

株 式 会 社 三 井 住 友 銀 行 2,110 2.80

日本トラスティ・サービス信託銀行株式会社(信託口） 1,948 2.59

石 本 和 之 1,757 2.33

帝 人 フ ロ ン テ ィ ア 株 式 会 社 1,654 2.20
公 益 財 団 法 人 石 本 記 念 デ サ ン ト
ス ポ ー ツ 科 学 振 興 財 団 1,652 2.19

デ サ ン ト 共 栄 会 1,644 2.18

ﾋ ﾞ ｰ ｴ ﾇ ﾜ ｲ ｴ ﾑ ｴ ﾙ  ﾉ ﾝ  ﾄ ﾘ ｰ ﾃ ｲ ｰ  ｱ ｶ ｳ ﾝ ﾄ 1,637 2.17
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３．会社役員に関する事項
⑴　取締役及び監査役

氏 名 地 位 及 び 担 当 重要な兼職の状況
桑 山 信 雄 取締役会長
石 本 雅 敏 代表取締役社長
田 中 嘉 一 常務取締役マーケティング管掌
三 井 　 久 常務取締役セールス管掌
羽 田 　 仁 取締役海外管掌
辻 本 謙 一 取締役スタッフ管掌
戸 井 田 　 朋 　 之 取締役セールスプロモーション統括部 統括部長
中 分 孝 一 取締役
井 伊 雅 子 取締役 大学院教授

石 本 和 之 常勤監査役
公益財団法人石本記念
デサントスポーツ
科学振興財団理事長

八 杉 昌 利 監査役 税理士
檜 垣 誠 次 監査役 弁護士
（注）１．取締役 井伊雅子氏は、社外取締役であります。監査役 八杉昌利氏及び監査

　　　　　　役 檜垣誠次氏は、社外監査役であります。なお、各氏は株式会社東京証券
　　　　　　取引所の定めに基づき届け出た独立役員であります。
　　　　２．平成25年６月19日開催の第56回定時株主総会において、新たに桑山信雄氏、
　　　　　　中分孝一氏及び井伊雅子氏が取締役に選任され就任いたしました。

　３．平成25年６月19日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって、中西悦朗
氏及び諸藤雅浩氏が任期満了により取締役を退任いたしました。

　４．監査役 八杉昌利氏は、税理士の資格を有しており、財務及び会計に関する
　　　相当程度の知見を有しております。

⑵　取締役及び監査役ごとの報酬等の総額
区 分 支 給 人 員 報 酬 等 の 額 摘 要
取 締 役 11名 214百万円
監 査 役 3名 26百万円

合 計 14名 241百万円
(注)上記には、平成25年６月19日開催の第56回定時株主総会終結の時をもって退任し

た取締役２名が含まれております。
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⑶　社外役員の主な活動状況
区 分 氏 名 主 な 活 動 状 況

取 締 役 井 伊 雅 子

平成25年６月19日就任以降に開催された取
締役会12回中12回出席し、主に大学院教授と
しての幅広い見識とグローバルな経験から当
社経営の意思決定に対し発言を行っておりま
す。

監 査 役 八 杉 昌 利

平成26年３月期における取締役会及び監査
役会の出席状況は、取締役会は15回中15回、
監査役会は15回中15回出席し、主に税理士と
しての専門的見地から発言を行っておりま
す。

監 査 役 檜 垣 誠 次

平成26年３月期における取締役会及び監査
役会の出席状況は、取締役会は15回中14回、
監査役会は15回中14回出席し、主に弁護士と
しての専門的見地から発言を行っておりま
す。

⑷　社外役員の報酬等の総額
人 員 報 酬 等 の 額

社 外 役 員 3名 12百万円

⑸　責任限定契約の内容の概要
当社は、会社法第427条第１項の規定により、社外取締役及び社外監査役

との間に、損害賠償責任を限定する契約を締結しております。当該契約に基
づく責任の限度額は、法令が規定する額であります。

４．会計監査人に関する事項
⑴　名称

有限責任 あずさ監査法人

⑵　当事業年度に係る会計監査人の報酬等の額
当事業年度に係る会計監査人としての報酬等の額 34百万円
当社及び子会社が支払うべき金銭その他の財産上の利益の合計額 34百万円

（注）　当社と会計監査人との間の監査契約において、会社法に基づく監査と金融商品取
引法に基づく監査の監査報酬等の額を区分しておらず、実質的にも区分できませ
んので、報酬等の額にはこれらの合計額を記載しております。
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⑶　非監査業務の内容
当社は、会計監査人に対して公認会計士法第２条第１項の業務以外の業務

（非監査業務）である「ロイヤリティ報告書」に係る合意された手続業務を
委託しております。

⑷　会計監査人の解任または不再任の決定の方針
当社は、会計監査人が会社法第340条第１項各号に定める事項に該当する

場合、監査役会が会計監査人の解任を検討するほか、会計監査人が監督官庁
から業務停止処分を受ける等によりその職務を適切に遂行することが困難と
判断した場合、監査役会の同意を得て、またはその請求を受けて、会計監査
人の解任または不再任に関する議案を株主総会に提出いたします。

５．業務の適正を確保するための体制等の整備についての決議の内容の
概要

⑴　取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保する
ための体制

①　当社は、取締役及び使用人の職務の執行が法令及び定款に適合すること
を確保するため「デサント倫理綱領」を制定、「デサント行動基準」に基
づき、役員及び幹部社員は自ら率先垂範の上、管理指導と社内体制の整備
を行う。

②　コンプライアンス担当役員を長とする「倫理委員会」及び「倫理相談窓
口」を設置、コンプライアンスについての社内啓蒙、コンプライアンス体
制の充実を図る。

③　内部監査室は、各部門に対して、「内部監査規程」に基づき、法令及び
社内規程の遵守状況及び業務の効率性等の監査を実施し、その結果を代表
取締役社長に報告する。

⑵　取締役の職務の執行に係る情報の保存及び管理に関する体制
取締役の職務の執行に係る記録（取締役会議事録、経営会議議事録等）

については、当社の「文書保存期限年限表」に従い、適切に保存及び管理
を行う。
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⑶　損失の危険の管理に関する規程その他の体制
①　「リスク管理規程」をはじめリスク管理に係る諸規程の整備をする。
②　「与信管理規程」、「職務権限表」等により、職務権限を明確に整備す

る。
③　リスク管理体制の構築により、会社に重大な影響を与える事態の発生防

止に努めるとともに不測の事態が発生した場合は、損害・影響額を最小限
にとどめ、事業の継続を確保するための態勢を整備する。

⑷　取締役の職務の執行が効率的に行われることを確保するための体制
①　職務が効率的に行われることを確保するために、「職務権限表」等の諸

規程の整備を行う。
②　原則として月１回以上取締役会を開催し、迅速な意思決定並びに取締役

の業務執行状況の監督等を行う。
③　「執行役員制度」により、取締役の執行機能を補佐強化し、経営体制の

強化、経営効率の向上を図る。
⑸　当社並びにその親会社及び子会社から成る企業集団における業務の適正を

確保するための体制
①　「関係会社管理規程」に基づき、主管部署が経営内容を把握し、関係会

社の業務支援、連絡、調整を行い管理の万全を期す。子会社の運営につい
ては、関係部署と協議し、「職務権限表」に基づき実行し、定期的に取締
役会に報告する。

②　関係会社に対する監査は、原則として子会社を対象として、内部監査室
が実施する。また、必要がある場合は取締役会の指定する会計監査人が行
い、監査の結果に基づいて、必要があれば代表取締役社長及び主管部署担
当役員が指導または報告を行う。

③　代表取締役及び業務を執行する取締役・執行役員は、それぞれの職務分
掌に従い、グループ会社が適切な内部統制システムの整備を行うよう指導
する。

⑹　監査役がその職務を補助すべき使用人を置くことを求めた場合における当
該使用人に関する体制

監査役から求めのあった場合、専任の担当者を配置し、かつ専任者の評
価及び異動等において独立性を確保するための体制を整える。
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⑺　取締役及び使用人が監査役に報告するための体制その他の監査役への報告
に関する体制

①　代表取締役及び業務執行を担当する取締役は、取締役会等の重要な会議
において随時その担当する業務の執行状況の報告を行う。

②　取締役は、会社に著しい損害を及ぼすおそれのある事実があることを発
見したときは、直ちに監査役に報告する。

③　取締役及び使用人は、各監査役の要請に応じて必要な報告及び情報提供
を行う。

⑻　その他監査役の監査が実効的に行われることを確保するための体制
①　監査役が、会社の重要情報について、すべてアクセスできる体制を整え

る。
②　各部門長及び担当者に、監査の重要性を認識させ、監査の実効性を高め

る体制を整える。

（注）　本事業報告に記載の金額及び株式数は、表示単位未満の端数を切り捨てておりま
す。比率その他の数字は、表示の数値未満を四捨五入しております。
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連 結 貸 借 対 照 表（平成26年 3 月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【資産の部】
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受取手形及び売掛金
商 品 及 び 製 品
仕 掛 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物 及 び 構 築 物
土 地
建 設 仮 勘 定
そ の 他

（ 無 形 固 定 資 産 ）
（投資その他の資産）

投 資 有 価 証 券
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

83,830
60,418
16,857
21,481
18,226

23
703

1,722
1,493
△90

23,411
14,336
4,965
6,447
1,168
1,753
2,230
6,844
3,384

76
3,596
△212

【負債の部】 27,520
流 動 負 債 22,463

支払手形及び買掛金 15,537
一年内返済予定の長期借入金 106
未 払 金 3,450
未 払 法 人 税 等 1,129
賞 与 引 当 金 768
返 品 調 整 引 当 金 503
そ の 他 968

固 定 負 債 5,057
長 期 借 入 金 903
退職給付に係る負債 1,014
繰 延 税 金 負 債 1,010
そ の 他 2,129

【純資産の部】 56,309
株 主 資 本 52,807

資 本 金 3,846
資 本 剰 余 金 25,184
利 益 剰 余 金 24,443
自 己 株 式 △666

その他の包括利益累計額 3,501
その他有価証券評価差額金 407
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4
為 替 換 算 調 整 勘 定 3,114
退 職 給 付 に 係 る
調 整 累 計 額 △15

資 産 合 計 83,830 負 債 ・ 純 資 産 合 計 83,830
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連 結 損 益 計 算 書（平成25年 4 月 1 日から平成26年 3 月31日まで）
(単位：百万円)

科 目 金 額
売 上 高 109,944
売 上 原 価 52,884

売 上 総 利 益 57,059
返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 199

差 引 売 上 総 利 益 56,860
販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 50,589

営 業 利 益 6,271
営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 152
そ の 他 350 503

営 業 外 費 用
支 払 利 息 5
そ の 他 126 131

経 常 利 益 6,643
税 金 等 調 整 前 当 期 純 利 益 6,643
法人税、住民税及び事業税 1,818
法 人 税 等 調 整 額 354 2,173
少数株主損益調整前当期純利益 4,470
当 期 純 利 益 4,470
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連結株主資本等変動計算書（平成25年 4 月 1 日から平成26年 3 月31日まで）
(単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金 資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金 自 己 株 式 株主資本合計

当 期 首 残 高 3,846 25,184 20,576 △661 48,944

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △602 △602

当 期 純 利 益 4,470 4,470

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― 3,867 △4 3,862

当 期 末 残 高 3,846 25,184 24,443 △666 52,807

そ の 他 の 包 括 利 益 累 計 額
純 資 産 合 計その他有価証券

評 価 差 額 金
繰 延
ヘ ッ ジ 損 益

為 替 換 算
調 整 勘 定

退職給付に係る
調 整 累 計 額

その他の包括利益
累 計 額 合 計

当 期 首 残 高 258 △45 △183 - 30 48,974

当 期 変 動 額

剰 余 金 の 配 当 △602

当 期 純 利 益 4,470

自 己 株 式 の 取 得 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 148 41 3,297 △15 3,471 3,471

当 期 変 動 額 合 計 148 41 3,297 △15 3,471 7,334

当 期 末 残 高 407 △4 3,114 △15 3,501 56,309

－ 18 －

連結株主資本等変動計算書



連結注記表
連結計算書類の作成のための基本となる重要な事項
１．連結の範囲に関する事項

連結子会社数　９社
会社名　　デサントアパレル㈱、デサントノースアメリカINC.、

北京迪桑特有限公司、デサントコリア㈱、上海迪桑特商業有限公司、
香港迪桑特貿易有限公司、シンガポールデサント㈱、
㈱ディーケーロジスティクス、ベンゼネラル㈱

　　　なお、㈱ディーケーロジスティクスについては、当連結会計年度において新たに設
　　　立したため、連結の範囲に含めております。
２．持分法の適用に関する事項

持分法適用関連会社　　１社　寧波ルコック服飾有限公司
持分法非適用関連会社　２社　㈱三鷹倉庫、㈱OSU Health Support Academy
持分法を適用していない関連会社（㈱三鷹倉庫、㈱OSU Health Support 
Academy）は、当期純損益及び利益剰余金等に及ぼす影響が軽微であり、かつ、
全体としても重要性がないため、持分法の適用範囲から除外しております。
決算日が連結決算日と異なる会社については、各社の決算日現在の計算書類を使用
しております。

３．連結子会社の事業年度等に関する事項
連結子会社のうち、決算日の異なる会社はデサントノースアメリカINC.（決算日１
月31日）、北京迪桑特有限公司、デサントコリア㈱、上海迪桑特商業有限公司、香
港迪桑特貿易有限公司、シンガポールデサント㈱及び㈱ディーケーロジスティクス
（決算日12月31日）、ベンゼネラル㈱（決算日１月20日）であります。連結計算
書類の作成にあたっては、同決算日現在の計算書類を使用しております。ただし、
当該会社の決算日と連結決算日との間に生じた重要な取引については必要な調整を
行っております。
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４．会計処理基準に関する事項
⑴　重要な資産の評価基準及び評価方法

有価証券
その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ
の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券
とみなされるもの）については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており
ます。

たな卸資産
主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）によっております。

デリバティブ取引
時価法によっております。

⑵　重要な減価償却資産の減価償却の方法
有形固定資産（リース資産を除く。）

主として定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）に
ついては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物及び構築物　　15年～50年
無形固定資産

定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５
年）に基づく定額法によっております。

リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リー
ス期間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が
平成20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方
法に準じた会計処理によっております。
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⑶　重要な引当金の計上基準
貸倒引当金

売上債権等の回収不能見込額として、一般債権については貸倒実績率により、
貸倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、
必要と認められる額を計上しております。

賞与引当金
当社及び国内連結子会社は従業員賞与の当連結会計年度負担額として、支給
見込額を計上しております。

返品調整引当金
当社及び一部の連結子会社は、将来予想される売上返品による損失に備え、
過去の返品率等を勘案した将来の返品見込額に対する損失予想額を計上して
おります。

⑷　重要なヘッジ会計の方法
①　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たしている
為替予約については振当処理によっております。

②　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引）
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

③　ヘッジ方針
社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

④　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フローの変動を比較
し、相関性を見て有効性を評価しております。

⑸　その他連結計算書類作成のための基本となる重要な事項
　①退職給付に係る負債の計上基準

退職給付に係る負債は、従業員の退職給付に備えるため、当連結会計年度末
における見込額に基づき、退職給付債務から年金資産の額を控除した額を計
上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数
（10年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各連結会計年度の発生時における従業員の平均残存勤
務期間以内の一定の年数（主として10年）による定額法により按分した額
を、それぞれ発生の翌連結会計年度から費用処理しております。
未認識数理計算上の差異については、税効果を調整の上、純資産の部におけ
るその他の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に計上しております。

　　　　　②消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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５．会計方針の変更
　　当連結会計年度末より、「退職給付に関する会計基準」（企業会計基準第26号　平
　　成24年５月17日。以下「退職給付会計基準」という。）及び「退職給付に関する会
　　計基準の適用指針」（企業会計基準適用指針第25号　平成24年５月17日。以下「退
　　職給付適用指針」という。）を適用し（ただし、退職給付会計基準第35項本文及び
　　退職給付適用指針第67項本文に掲げられた定めを除く。）、退職給付債務から年金
　　資産の額を控除した額を退職給付に係る負債として計上する方法に変更し、未認識
　　数理計算上の差異を退職給付に係る負債に計上しております。
　　退職給付会計基準等の適用については、退職給付会計基準第37項に定める経過的な
　　取扱いに従っており、当連結会計年度末において、当該変更に伴う影響額をその他
　　の包括利益累計額の退職給付に係る調整累計額に加減しております。
　　この結果、当連結会計年度末において、退職給付に係る負債が1,014百万円計上さ
　　れております。また、その他の包括利益累計額が15百万円減少しております。
　　なお、１株当たり情報に与える影響は、当該箇所に記載しております。
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連結貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 8,330百万円

２．保証債務
種別　　　　　　　　　　 下記の会社の借入に対する債務保証
保証先　　　　　　　　　 Jamach Investments AG
保証金額 1,049百万円

連結株主資本等変動計算書に関する注記
１．発行済株式の種類及び総数並びに自己株式の種類及び株式数に関する事項

当連結会計年度期首
株式数（株）

当連結会計年度
増加株式数(株)

当連結会計年度
減少株式数(株)

当連結会計年度末
株式数（株）

発 行 済 株 式
普 通 株 式 76,924,176 － － 76,924,176

自 己 株 式
普 通 株 式 1,574,138 6,644 － 1,580,782

（注）　自己株式の株式数の増加は、単元未満株式の買取りによる増加であります。

２．配当に関する事項
⑴　配当金支払額

決 議 株式の種類 配当金の総額
（百万円）

１株当たり
配当額（円) 基 準 日 効力発生日

平成25年 ６ 月19日
定 時 株 主 総 会 普 通 株 式 602 8 平成25年

 ３ 月31日
平成25年

 ６ 月20日
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⑵　基準日が当連結会計年度に属する配当のうち、配当の効力発生日が翌連結会計年
度となるもの

平成26年６月19日開催の定時株主総会の議案として、普通株式の配当に関する
事項を次のとおり提案しております。

①　配当金の総額 753百万円
②　１株当たり配当額 10円
③　基準日　　　　　　　　　　　　 平成26年 ３ 月31日
④　効力発生日　　　　　　　　　　 平成26年 ６ 月20日
なお、配当原資については、利益剰余金とすることを予定しております。

金融商品に関する注記
１．金融商品の状況に関する事項

　当社グループは、余剰資金については安全性の高い金融資産で運用しております。
受取手形及び売掛金に係る顧客の信用リスクは、与信管理規程に沿ってリスク低減
を図っております。また、投資有価証券は主として株式であり、上場株式について
は四半期ごとに時価の把握を行っております。
　借入金の使途は香港新オフィス建築資金であります。
　デリバティブは内部管理規程に従い、為替レートの変動リスクを回避するために
利用し、投機的な取引は行っておりません。

２．金融商品の時価等に関する事項
　平成26年３月31日（当期の連結決算日）における連結貸借対照表計上額、時価及
びこれらの差額については、次のとおりであります。

（単位：百万円）
連 結 貸 借 対 照 表
計 上 額 （ ＊ ） 時　価（＊） 差　額

⑴　現金及び預金 16,857 16,857 ―

⑵　受取手形及び売掛金 21,481 21,481 ―

⑶　投資有価証券

その他有価証券 3,201 3,201 ―

⑷　支払手形及び買掛金 (15,537) (15,537) ―

⑸　一年内返済予定の長
期借入金 (106) (104) 2

⑹　長期借入金 (903) (801) 102

⑺　デリバティブ取引 (7) (7) ―

（＊）負債に計上されているものについては、（　）で示しております。
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（注）１　金融商品の時価の算定方法並びに有価証券及びデリバティブ取引に関する事項
⑴　現金及び預金、並びに⑵　受取手形及び売掛金

これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑶　投資有価証券
これらの時価について、株式は取引所の価格によっております。

⑷　支払手形及び買掛金
これらは短期間で決済されるため、時価は帳簿価額にほぼ等しいことから、
当該帳簿価額によっております。

⑸　一年内返済予定の長期借入金、並びに（6）長期借入金
一年内返済予定の長期借入金及び長期借入金の時価については、元利金の合
計額を新規に借入を行った場合に想定される利率で割り引いて算定する方法
によっております。

⑺　デリバティブ取引
為替相場の変動リスクをヘッジする目的で為替予約を行っており、時価の算
定方法は、先物為替相場によっております。

２　非上場株式等（連結貸借対照表計上額182百万円）は、市場価格がなく、かつ
将来キャッシュ・フローを見積ることができず、時価を把握することが極めて
困難と認められるため、「⑶　投資有価証券　その他有価証券」に含めており
ません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 747円37銭

　　「会計方針の変更」に記載のとおり、退職給付会計基準等を適用し、退職給付会計基　
　　準第37項に定める経過的な取扱いに従っております。
　　この変更による当連結会計年度の１株当たり純資産に与える影響は軽微であります。

　　１株当たり当期純利益 59円33銭

　　潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　 潜在株式がないため記載しておりません。
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貸 借 対 照 表（平成26年 3 月31日現在）
(単位：百万円)

資 産 の 部 負 債 及 び 純 資 産 の 部
科 目 金 額 科 目 金 額

【資産の部】
流 動 資 産

現 金 及 び 預 金
受 取 手 形
売 掛 金
リ ー ス 投 資 資 産
商 品 及 び 製 品
原材料及び貯蔵品
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

固 定 資 産
（ 有 形 固 定 資 産 ）

建 物
構 築 物
機 械 及 び 装 置
車 両 及 び 運 搬 具
工具、器具及び備品
土 地
リ ー ス 資 産
建 設 仮 勘 定

（ 無 形 固 定 資 産 ）
商 標 権
ソ フ ト ウ ェ ア
施 設 利 用 権
そ の 他

（投資その他の資産)
投 資 有 価 証 券
関 係 会 社 株 式
関 係 会 社 出 資 金
長 期 貸 付 金
差 入 保 証 金
長 期 前 払 費 用
繰 延 税 金 資 産
そ の 他
貸 倒 引 当 金

57,116
37,733
9,909
1,081

16,101
19

9,275
390
315
645
△4

19,382
9,076
3,342

42
32
0

400
5,119

122
16

1,969
1,632

273
40
22

8,336
3,249
1,639
1,290

416
700
61

114
974

△110

【負債の部】 17,382
流 動 負 債 15,446

買 掛 金 11,851
一年内返済予定の長期借入金 106
リ ー ス 債 務 73
未 払 金 1,973
未 払 法 人 税 等 36
預 り 金 58
賞 与 引 当 金 688
返 品 調 整 引 当 金 489
そ の 他 168

固 定 負 債 1,936
長 期 借 入 金 427
リ ー ス 債 務 103
退 職 給 付 引 当 金 831
資 産 除 去 債 務 89
そ の 他 484

【純資産の部】 39,733
株 主 資 本 39,319

資 本 金 3,846
資 本 剰 余 金 25,159

資 本 準 備 金 961
その他資本剰余金 24,197

利 益 剰 余 金 10,980
その他利益剰余金 10,980

特別償却準備金 39
繰越利益剰余金 10,941

自 己 株 式 △666

評価・換算差額等 413
その他有価証券評価差額金 418
繰 延 ヘ ッ ジ 損 益 △4

資 産 合 計 57,116 負債・純資産合計 57,116
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損 益 計 算 書（平成25年 4 月 1 日から平成26年 3 月31日まで）
(単位：百万円)

科 目 金 額

売 上 高 57,750

売 上 原 価 33,341

売 上 総 利 益 24,408

返 品 調 整 引 当 金 繰 入 額 200

差 引 売 上 総 利 益 24,208

販 売 費 及 び 一 般 管 理 費 23,545

営 業 利 益 662

営 業 外 収 益

受 取 利 息 及 び 配 当 金 77

そ の 他 170 247

営 業 外 費 用

支 払 利 息 5

そ の 他 49 54

経 常 利 益 855

特 別 損 失

関 係 会 社 株 式 評 価 損 195 195

税 引 前 当 期 純 利 益 660

法人税、住民税及び事業税 319

法 人 税 等 調 整 額 38 358

当 期 純 利 益 301
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株主資本等変動計算書（平成25年 4 月 1 日から平成26年 3 月31日まで）
（単位：百万円）

株 主 資 本

資 本 金

資 本 剰 余 金 利 益 剰 余 金

資本準備金 そ の 他
資本剰余金

資本剰余金
合 計

そ の 他
利 益 剰 余 金 利益剰余金

合 計特 別 償 却
準 備 金

繰 越 利 益
剰 余 金

当 期 首 残 高 3,846 961 24,197 25,159 25 11,256 11,281

当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立 17 △17 ―

特別償却準備金の取崩 △3 3 ―

剰 余 金 の 配 当 △602 △602

当 期 純 利 益 301 301

自 己 株 式 の 取 得
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 )

当 期 変 動 額 合 計 ― ― ― ― 14 △314 △300

当 期 末 残 高 3,846 961 24,197 25,159 39 10,941 10,980

株 主 資 本 評 価 ・ 換 算 差 額 等
純資産合計

自 己 株 式 株 主
資 本 合 計

その他有価証券
評 価 差 額 金

繰 延
ヘッジ損益

評価・換算
差額等合計

当 期 首 残 高 △661 39,625 260 △45 214 39,840

当 期 変 動 額

特別償却準備金の積立 ― ―

特別償却準備金の取崩 ― ―

剰 余 金 の 配 当 △602 △602

当 期 純 利 益 301 301

自 己 株 式 の 取 得 △4 △4 △4
株主資本以外の項目の
当 期 変 動 額 ( 純 額 ) 157 41 199 199

当 期 変 動 額 合 計 △4 △305 157 41 199 △106

当 期 末 残 高 △666 39,319 418 △4 413 39,733
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個別注記表
重要な会計方針に係る事項
１．資産の評価基準及び評価方法

⑴　有価証券
子会社株式及び関連会社株式

移動平均法による原価法によっております。
その他有価証券

時価のあるもの……決算日の市場価格等に基づく時価法によっております。
（評価差額は全部純資産直入法により処理し、売却原
価は移動平均法により算定しております。）

時価のないもの……移動平均法による原価法によっております。
なお、投資事業有限責任組合及びそれに類する組合へ
の出資（金融商品取引法第２条第２項により有価証券
とみなされるもの）については、組合契約に規定され
る決算報告日に応じて入手可能な最近の決算書を基礎
とし、持分相当額を純額で取り込む方法によっており
ます。

⑵　たな卸資産
主として月次総平均法による原価法（貸借対照表価額は収益性の低下に基づ
く簿価切下げの方法により算定）によっております。

⑶　デリバティブ取引
時価法によっております。

２．固定資産の減価償却の方法
⑴　有形固定資産（リース資産を除く。）

定率法によっております。
ただし、平成10年４月１日以降に取得した建物（建物附属設備を除く。）につい
ては、定額法を採用しております。
なお、主な耐用年数は以下のとおりであります。

建物　　　　　　　　　15年～50年
工具、器具及び備品　　 5 年～20年

⑵　無形固定資産
定額法によっております。
なお、自社利用のソフトウェアについては、社内における利用可能期間（５年）
に基づく定額法によっております。

⑶　リース資産
所有権移転外ファイナンス・リース取引に係るリース資産については、リース期
間を耐用年数とし、残存価額を零とする定額法を採用しております。
なお、所有権移転外ファイナンス・リース取引のうち、リース取引開始日が平成
20年３月31日以前のリース取引については、通常の賃貸借取引に係る方法に準じ
た会計処理によっております。

－ 29 －

個別注記表



３．引当金の計上基準
⑴　貸倒引当金

売上債権等の回収不能見込額として、一般債権については貸倒実績率により、貸
倒懸念債権及び破産更生債権等については、個別に回収可能性を検討し、必要と
認められる額を計上しております。

⑵　賞与引当金
従業員賞与の当期負担額として、支給見込額を計上しております。

⑶　返品調整引当金
将来予想される売上返品による損失に備え、過去の返品率等を勘案した将来の返
品見込額に対する損失予想額を計上しております。

⑷　退職給付引当金
従業員の退職給付に備えるため、当期末における退職給付債務及び年金資産の見
込額に基づき計上しております。
過去勤務費用は、その発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一定の年数（10
年）による定額法により費用処理しております。
数理計算上の差異は、各事業年度の発生時の従業員の平均残存勤務期間以内の一
定の年数（10年）による定額法により、翌事業年度から費用処理しております。
計算書類において、未認識数理計算上の差異の貸借対照表における取扱いが連結
計算書類と異なっております。個別貸借対照表上、退職給付債務に未認識数理計
算上の差異を加減した額から、年金資産の額を控除した額を退職給付引当金に計
上しております。

４．重要なヘッジ会計の方法
⑴　ヘッジ会計の方法

繰延ヘッジ処理によっております。ただし、振当処理の要件を満たしている為替
予約については振当処理によっております。

⑵　ヘッジ手段とヘッジ対象
ヘッジ手段…デリバティブ取引（為替予約取引）
ヘッジ対象…外貨建金銭債権債務等

⑶　ヘッジ方針
社内管理規程に基づき、為替変動リスクをヘッジしております。

⑷　ヘッジ有効性評価の方法
ヘッジ対象とヘッジ手段の相場変動またはキャッシュ・フローの変動を比較し、
相関性を見て有効性を評価しております。

５．その他計算書類作成のための基本となる重要な事項
消費税等の会計処理は、税抜方式によっております。
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貸借対照表に関する注記
１．有形固定資産の減価償却累計額 5,888百万円
２．保証債務

種別　　　　　　　　　　 ファクタリング契約によって生ずる債務
保証先　　　　　　　　　 デサントアパレル㈱
保証金額 7百万円
種別　　　　　　　　　　 下記の会社の借入に対する債務保証
保証先　　　　　　　　　 Jamach Investments AG
保証金額
保証先　　　　　　　　　 香港デサント㈱
保証金額

1,049百万円

479百万円
３．関係会社に対する金銭債権及び金銭債務

短期金銭債権
長期金銭債権

2,323百万円
400百万円

短期金銭債務 4,526百万円

損益計算書に関する注記
関係会社との取引高

売上高 6,819百万円
仕入高 13,724百万円
販売費及び一般管理費 271百万円
営業取引以外の取引高 53百万円

株主資本等変動計算書に関する注記
当事業年度末における自己株式の種類及び株式数

普通株式 1,580,782株
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税効果会計に関する注記
⑴　繰延税金資産及び繰延税金負債の発生の主な原因別の内訳

繰延税金資産
貸倒引当金 38百万円
賞与引当金 244百万円
退職給付引当金 296百万円
その他 348百万円

繰延税金資産小計 928百万円
評価性引当額 △278百万円
繰延税金資産合計 650百万円

繰延税金負債
有価証券評価差額 191百万円
その他 29百万円

繰延税金負債合計 220百万円
繰延税金資産純額 430百万円

⑵　法定実効税率と税効果会計適用後の法人税等の負担率との差異の原因となった主な
項目別の内訳

法定実効税率 38.0％
（調整）

交際費等一時差異でない項目 2.5％
評価性引当額等 8.5％
住民税均等割等 5.9％
その他 △0.6％
税効果会計適用後の法人税等の負担率 54.3％

　　(注）決算日後の法人税等の税率の変更
「所得税法等の一部を改正する法律」（平成26年法律第10号）が平成26年３月
31日に公布され、平成26年４月１日以後に開始する事業年度から復興特別法人税
が課されないこととなりました。これに伴い、繰延税金資産及び繰延税金負債の
計算に使用する法定実効税率は、平成27年４月１日に開始する事業年度に解消が
見込まれる一時差異については従来の38.0％から35.6％となります。
なお、変更後の法定実効税率を当事業年度に適用した場合の影響は軽微でありま
す。
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関連当事者との取引に関する注記
１．親会社及び法人主要株主等

（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 議決権等の
被所有割合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期 末 残 高

その他の
関係会社 伊 藤 忠 商 事 ㈱ 直接　25.6％ 仕 入 先 商 品 の 仕 入

（注２） 11,580 買 掛 金 4,135

（注）１．上記取引のうち取引金額には消費税等は含んでおりません。また、期末残高に
は消費税等を含んでおります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
取引条件は、一般取引先と同様に決定しております。

２．子会社及び関連会社等
（単位：百万円）

種 類 会社等の名称 議決権等の
所 有 割 合

関連当事者
と の 関 係 取引の内容 取引金額 科 目 期 末 残 高

子 会 社 デサントアパレル㈱ 直接100.0％
仕 入 先

商 品 の 仕 入
（注２） 2,026

買 掛 金 323

未 払 金 17
債 務 保 証

（注３） 7 ― ―

工場用地及び
設 備 の 賃 貸

受 取 家 賃
（注２） 28 ― ―

子 会 社 ベンゼネラル㈱ 直接100.0％ 販 売 先 商 品 の 販 売
（注２） 2,948 売 掛 金 1,523

（注）１．上記取引のうち取引金額には消費税等は含んでおりません。また、期末残高に
は消費税等を含んでおります。

２．取引条件及び取引条件の決定方針等
取引条件は、一般取引先と同様に決定しております。

３．デサントアパレル㈱のファクタリング契約によって生ずる債務につき、債務保
証を行ったものであります。なお、保証料は受領しておりません。

１株当たり情報に関する注記
１株当たり純資産額 527円37銭
１株当たり当期純利益 4円01銭
潜在株式調整後１株当たり当期純利益　　 潜在株式がないため記載しておりません。
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連結計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成26年５月２日
株式会社 デ サ ン ト

取締役会御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 沼 　 照 夫 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 　 雅 春 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 正 司 　 素 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第444条第４項の規定に基づき、株式会社デサントの平成25年４月１日か
ら平成26年３月31日までの連結会計年度の連結計算書類、すなわち、連結貸借対照表、連結損益
計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表について監査を行った。

連結計算書類に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して連結計
算書類を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な虚偽表示のない
連結計算書類を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断した内部統制を整備及び運用す
ることが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から連結計算書類に対
する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と認められる監査
の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に連結計算書類に重要な虚偽表示がな
いかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定し、これに基づき監査を実施する
ことを求めている。
　監査においては、連結計算書類の金額及び開示について監査証拠を入手するための手続が実施さ
れる。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による連結計算書類の重要な虚偽表示
のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内部統制の有効性について意見表
明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に際して、状況に応じた適切な監
査手続を立案するために、連結計算書類の作成と適正な表示に関連する内部統制を検討する。ま
た、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適用方法並びに経営者によって行われた見積り
の評価も含め全体としての連結計算書類の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の連結計算書類が、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の
基準に準拠して、株式会社デサント及び連結子会社からなる企業集団の当該連結計算書類に係る期
間の財産及び損益の状況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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計算書類に係る会計監査人の監査報告書謄本
独立監査人の監査報告書

平成26年５月２日
株式会社 デ サ ン ト

取締役会御中

有限責任 あずさ監査法人
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 渡 沼 　 照 夫 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 山 本 　 雅 春 ㊞
指定有限責任社員
業 務 執 行 社 員 公認会計士 正 司 　 素 子 ㊞

　当監査法人は、会社法第436条第２項第１号の規定に基づき、株式会社デサントの平成25年４月
１日から平成26年３月31日までの第57期事業年度の計算書類、すなわち、貸借対照表、損益計算
書、株主資本等変動計算書及び個別注記表並びにその附属明細書について監査を行った。

計算書類等に対する経営者の責任
　経営者の責任は、我が国において一般に公正妥当と認められる企業会計の基準に準拠して計算書
類及びその附属明細書を作成し適正に表示することにある。これには、不正又は誤謬による重要な
虚偽表示のない計算書類及びその附属明細書を作成し適正に表示するために経営者が必要と判断
した内部統制を整備及び運用することが含まれる。

監査人の責任
　当監査法人の責任は、当監査法人が実施した監査に基づいて、独立の立場から計算書類及びその
附属明細書に対する意見を表明することにある。当監査法人は、我が国において一般に公正妥当と
認められる監査の基準に準拠して監査を行った。監査の基準は、当監査法人に計算書類及びその附
属明細書に重要な虚偽表示がないかどうかについて合理的な保証を得るために、監査計画を策定
し、これに基づき監査を実施することを求めている。
　監査においては、計算書類及びその附属明細書の金額及び開示について監査証拠を入手するため
の手続が実施される。監査手続は、当監査法人の判断により、不正又は誤謬による計算書類及びそ
の附属明細書の重要な虚偽表示のリスクの評価に基づいて選択及び適用される。監査の目的は、内
部統制の有効性について意見表明するためのものではないが、当監査法人は、リスク評価の実施に
際して、状況に応じた適切な監査手続を立案するために、計算書類及びその附属明細書の作成と適
正な表示に関連する内部統制を検討する。また、監査には、経営者が採用した会計方針及びその適
用方法並びに経営者によって行われた見積りの評価も含め全体としての計算書類及びその附属明
細書の表示を検討することが含まれる。
　当監査法人は、意見表明の基礎となる十分かつ適切な監査証拠を入手したと判断している。

監査意見
　当監査法人は、上記の計算書類及びその附属明細書が、我が国において一般に公正妥当と認めら
れる企業会計の基準に準拠して、当該計算書類及びその附属明細書に係る期間の財産及び損益の状
況をすべての重要な点において適正に表示しているものと認める。

利害関係
　会社と当監査法人又は業務執行社員との間には、公認会計士法の規定により記載すべき利害関係
はない。

以　上
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監査役会の監査報告書謄本
監　査　報　告　書

　当監査役会は、平成25年４月１日から平成26年３月31日までの第57期事業年度の取締役の職務
の執行に関して、各監査役が作成した監査報告書に基づき、審議の上、本監査報告書を作成し、以
下のとおり報告いたします。
１．監査役及び監査役会の監査の方法及びその内容

　監査役会は、監査の方針、職務の分担等を定め、各監査役から監査の実施状況及び結果につい
て報告を受けるほか、取締役等及び会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必
要に応じて説明を求めました。
　各監査役は、監査役会が定めた監査役監査の基準に準拠し、監査の方針、職務の分担等に従
い、取締役、内部監査部門その他の使用人等と意思疎通を図り、情報の収集及び監査の環境の整
備に努めるとともに、取締役会その他重要な会議に出席し、取締役及び使用人等からその職務の
執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を求め、重要な決裁書類等を閲覧し、本社及び
主要な事業所において業務及び財産の状況を調査いたしました。また、事業報告に記載されてい
る取締役の職務の執行が法令及び定款に適合することを確保するための体制その他株式会社の
業務の適正を確保するために必要なものとして会社法施行規則第100条第１項及び第３項に定め
る体制の整備に関する取締役会決議の内容及び当該決議に基づき整備されている体制（内部統制
システム）について、取締役及び使用人等からその構築及び運用の状況について定期的に報告を
受け、必要に応じて説明を求め、意見を表明いたしました。なお、財務報告に関する内部統制に
ついて取締役及び有限責任　あずさ監査法人から当該内部統制の評価及び監査の状況について
報告を受け、必要に応じて説明を求めました。子会社については、子会社の取締役及び監査役等
と意思疎通及び情報の交換を図り、必要に応じて子会社から事業の報告を受けました。以上の方
法に基づき、当該事業年度に係る事業報告及びその附属明細書について検討いたしました。
　さらに、会計監査人が独立の立場を保持し、かつ、適正な監査を実施しているかを監視及び検
証するとともに、会計監査人からその職務の執行状況について報告を受け、必要に応じて説明を
求めました。また、会計監査人から「職務の遂行が適正に行われることを確保するための体制」
（会社計算規則第131条各号に掲げる事項）を「監査に関する品質管理基準」（平成17年10月
28日企業会計審議会）等に従って整備している旨の通知を受け、必要に応じて説明を求めまし
た。以上の方法に基づき、当該事業年度に係る計算書類（貸借対照表、損益計算書、株主資本等
変動計算書及び個別注記表）及びその附属明細書並びに連結計算書類（連結貸借対照表、連結損
益計算書、連結株主資本等変動計算書及び連結注記表）について検討いたしました。

２．監査の結果
⑴　事業報告等の監査結果

一　事業報告及びその附属明細書は、法令及び定款に従い、会社の状況を正しく示しているも
のと認めます。

二　取締役の職務の執行に関する不正の行為又は法令もしくは定款に違反する重大な事実は
認められません。

三　内部統制システムに関する取締役会決議の内容は相当であると認めます。また、当該内部
統制システムに関する事業報告の記載内容及び取締役の職務の執行についても、財務報告
に係る内部統制を含め指摘すべき事項は認められません。

⑵　計算書類及びその附属明細書の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

⑶　連結計算書類の監査結果
　会計監査人有限責任 あずさ監査法人の監査の方法及び結果は相当であると認めます。

平成26年５月２日

株 式 会 社 　 デ 　 サ 　 ン 　 ト 　 監 査 役 会
常 勤 監 査 役 石 本 和 之 ㊞
社 外 監 査 役 八 杉 昌 利 ㊞
社 外 監 査 役 檜 垣 誠 次 ㊞

以　上
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株主総会参考書類

第１号議案　剰余金処分の件
期末配当につきましては、当事業年度の業績ならびに今後の事業展開等を勘

案いたしまして以下のとおりといたしたいと存じます。
　期末配当に関する事項

①　配当財産の種類
金銭

②　配当財産の割当てに関する事項及びその総額
当社普通株式１株につき金10円 総額 753,433,940円

③　剰余金の配当が効力を生じる日
平成26年６月20日

第２号議案　取締役９名選任の件
本総会終結の時をもって、取締役全員（９名）が任期満了となりますので、

取締役９名の選任をお願いするものであります。
取締役候補者は、次のとおりであります。

候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略　歴
(地位及び担当並びに重要な兼職の状況)

所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

１
くわ
桑

やま
山

のぶ
信

お
雄

(昭和23年11月20日生)

昭和46年４月 伊藤忠商事株式会社入社

6,000株 なし

平成13年４月 同社繊維原料事業部長
平成15年６月 同社執行役員
平成16年４月 同社中国総代表（上海駐

在）兼上海伊藤忠商事有
限公司董事長兼総経理兼
ＢＩＣ出向（董事長）

平成18年１月 同社中国総代表（北京駐
在）兼伊藤忠（中国）集
団有限公司董事長兼ＢＩ
Ｃ出向（董事長）

平成18年４月 同社常務執行役員
平成22年４月 同社専務執行役員

関西担当役員
平成23年４月 同社社長補佐(関西担当)
平成24年４月 同社理事社長補佐（中国

食料・建設事業担当）
平成25年６月 当社取締役会長（現任）
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略　歴
(地位及び担当並びに重要な兼職の状況)

所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

２
いし
石

もと
本

まさ
雅

とし
敏

(昭和37年 3 月30日生)

昭和59年４月 株式会社電通入社

921,835株 なし

平成４年７月 Eli Lilly and Company入社
平成８年３月 当社入社
平成14年４月 当社コーポレート企画室

長
平成18年４月 当社執行役員新規事業室

長
平成20年４月 当社執行役員コーポレー

ト企画室長
平成20年６月 当社取締役スタッフ部門

担当
平成22年４月 当社取締役スタッフ部門

長
平成23年６月 当社常務取締役スタッフ

部門長
平成25年４月 当社常務取締役スタッフ

管掌
平成25年６月 当社代表取締役社長（現

任）

３
た
田

なか
中

よし
嘉

かず
一

(昭和32年 3 月11日生)

昭和54年４月 当社入社

23,000株 なし

平成14年４月 当社第１事業部デサント
マーケティング部長

平成18年４月 当社執行役員第１事業部
デサントマーケティング
部長

平成19年４月 当社執行役員第１事業部
長代行

平成19年６月 当社取締役第１事業部長
代行

平成20年４月 当社取締役第１部門第１
事業部長

平成22年４月 当社取締役マーケティン
グ部門長

平成23年６月 当社常務取締役マーケティ
ング部門長

平成25年４月 当社常務取締役マーケティ
ング管掌

平成

平成

25

26

年

年

６

４

月

月

当社常務取締役マーケティ
ング管掌兼ロジスティクス
統括部 統括部長
当社常務取締役アスレチッ
ク・アウトドア管掌（現任）
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略　歴
(地位及び担当並びに重要な兼職の状況)

所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

４
みつ
三

い
井

 
　

ひさし
久

(昭和29年10月12日生)

昭和52年４月 当社入社

20,000株 なし

平成11年４月 当社カジュアルスポーツ
営業本部チェルッティ・
ウィッテム営業部長

平成14年４月 当社第３事業部ウィメン
ズスポーツ営業部長

平成18年４月 当社執行役員第１事業部
ルコックスポルティフ営
業部長

平成20年４月 当社執行役員第１部門第
２事業部長兼ルコックマ
ーケティング部長

平成20年６月 当社取締役第１部門第２
事業部長

平成22年４月 当社取締役セールス部門
長

平成24年６月 当社常務取締役セールス
部門長

平成

平成

25

26

年

年

４

４

月

月

当社常務取締役セールス
管掌
当社常務取締役ゴルフ管
掌兼リテール・支店管掌
（現任）
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略　歴
(地位及び担当並びに重要な兼職の状況)

所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

５
はね
羽

だ
田

 
　

ひとし
仁

(昭和30年 5 月21日生)

昭和54年４月 当社入社

12,000株 なし

平成14年４月 当社第２事業部海外販売
部長

平成18年４月 （出向）上海迪桑特商業
有限公司董事長

平成19年４月 当社執行役員（出向）上
海迪桑特商業有限公司董
事長兼香港迪桑特貿易有
限公司董事長兼上海マン
シングウェアゴルフクラ
ブ有限公司董事長

平成22年４月 当社執行役員マーケティ
ング部門海外事業部長兼
上海迪桑特商業有限公司
董事長兼香港迪桑特貿易
有限公司董事長

平成22年６月 当社取締役マーケティン
グ部門海外事業部長兼上
海迪桑特商業有限公司董
事長兼香港迪桑特貿易有
限公司董事長

平成23年４月 当社取締役海外セールス
部門長兼海外セールス部
門営業２部長兼上海迪桑
特商業有限公司董事長兼
香港迪桑特貿易有限公司
董事長

平成24年４月 当社取締役海外セールス
部門長兼上海迪桑特商業
有限公司董事長兼総経理
兼香港迪桑特貿易有限公
司董事長

平成

平成

25

26

年

年

４

４

月

月

当社取締役海外管掌兼海
外事業統括部 統括部長
兼上海迪桑特商業有限公
司董事長兼香港迪桑特貿
易有限公司董事長
当社取締役海外管掌兼海
外事業統括部 統括部長
兼海外事業管理部 部長
兼上海迪桑特商業有限公
司董事長兼香港迪桑特貿
易有限公司董事長（現
任）
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略　歴
(地位及び担当並びに重要な兼職の状況)

所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

６
つじ
辻

もと
本

けん
謙

いち
一

(昭和30年12月30日生)

昭和54年４月 当社入社

11,000株 なし

平成16年４月 当社第１事業部事業企画
部長

平成18年４月 当社コーポレート企画室
長

平成19年４月 当社執行役員コーポレー
ト企画室長

平成20年４月 当社執行役員第１部門第
１事業部アウトドアスポ
ーツ営業部長

平成22年４月 当社執行役員スタッフ部
門人事・総務室長

平成23年６月 当社取締役スタッフ部門
人事・総務室長

平成24年４月 当社取締役マーケティン
グ部門長代行

平成25年４月 当社取締役ロジスティク
ス統括部 統括部長兼北
京迪桑特有限公司董事長

平成
平成

25
26

年
年

６
４

月
月

当社取締役スタッフ管掌
当社取締役ロジスティク
ス管掌兼スタッフ管掌
（現任）

７

なか
中

ぶん
分

こう
孝

いち
一

(昭和34年 8 月11日生)

昭和58年４月 伊藤忠商事株式会社入社

－ なし

平成23年４月 同社ファッションアパレ
ル部門長代行兼ファッシ
ョンアパレル第二部長

平成25年４月 同社ブランドマーケティ
ング第一部門長代行兼ブ
ランドマーケティング第
二部長

平成
平成

25
26

年
年

６
４

月
月

当社取締役（現任）
伊藤忠商事株式会社ファッ
ションアパレル第二部門長
（現任）
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候補者
番　号

氏 名
（生年月日）

略　歴
(地位及び担当並びに重要な兼職の状況)

所有する当社
株 式 の 数

当社との特別
の 利 害 関 係

※
８

きむ
金

 
　

ふん
勳

ど
道

（1968年10月1日生）

1997

2000

2004

2006
2007

2009
2010

年

年

年

年
年

年
年

10

12

１

１
１

１
１

月

月

月

月
月

月
月

ソウルトラッドクラブ株
式会社入社
韓国デサント株式会社
（現デサントコリア株式
会社）入社
同社マンシングウェア事
業部長
同社ゴルフ事業部長
同社ゴルフ事業部長兼経
営企画室長
同社副社長
同社代表取締役社長（現
任）

1,000株 なし

９

い
井

い
伊

まさ
雅

こ
子

(昭和38年 2 月 8 日生)

平成２年７月 米国ワシントンＤＣ世界
銀行調査局研究員

－ なし

平成７年４月 横浜国立大学 経済学部
助教授

平成16年４月 一橋大学大学院 国際企
業戦略研究科 教授

平成

平成

17

25

年

年

４

６

月

月

一橋大学国際・公共政策
大学院 教授（現任）
当社取締役（現任）

（注）１．※は新任候補者であります。
　　　２．井伊雅子氏は、社外取締役候補者であります。

３．井伊雅子氏は、幅広い見識と経験を背景に、当社経営の意思決定に対して客観
的かつ中立的な観点からの的確な助言と株主重視の経営に関する検証が期待で
きるものと判断しております。なお、同氏は現在、当社の社外取締役であり、
社外取締役としての在任期間は、本総会の終結の時をもって１年となります。

４．当社と井伊雅子氏との間で、会社法第427条第１項の規定により、損害賠償責
任を限定する契約を締結しており、同氏が再任された場合は同契約を継続する
予定であります。当該契約に基づく責任の限度額は、法令が規定する額であり
ます。

５．井伊雅子氏は、株式会社東京証券取引所の定めに基づき届け出た独立役員であ
ります。

　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　　以上
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《メモ欄》

メモ



株主総会会場のご案内

堂ヶ芝

桃谷駅前西

ローソン

マクドナルド

至鶴橋

至天王寺

Ｊ
Ｒ
環
状
線　
桃
谷
駅

当社大阪オフィス

Ｎ

（お願い）誠に申し訳ございませんが、会場には駐車場設備がございま
せんので、公共の交通機関をご利用くださいますようお願い
申しあげます。

ユニバーサルデザイン（UD）の考え方に基づき、
より多くの人へ適切に情報を伝えられるよう配慮した
見やすいユニバーサルデザインフォントを採用しています。

地図


